
すすめる会は11月20日、福祉医療給付制度

のさらなる拡充を県知事に要請しました。６名が

要請行動に参加しています。県側は健康福祉部

長ら３名が対応いただきました。参加者は県に、

それぞれの立場から要望を伝えました。なお懇

談には、日本共産党の両角友成県議が同席しま

した。（下写真：左から、笹渕美香健康福祉部長と宮澤

里恵すすめる会副会長） 

 

 

 

 

 

⚫ 障がい者医療費助成の窓口無料化を 

障害者の生活と権利を守る長野県連絡協議

会（障県協）の副代表で、すすめる会副会長の

原金二さんは、障がい者医療費助成の窓口無料

化について要望。原さんは、障がい者を対象と

した県の実態調査の結果を参照し「行政におい

て力を入れて欲しいこと」で圧倒的に多かった

のが「医療費の負担軽減」で 35.4%だったこと

を指摘しました。 

そして「全国的に見れば、障がい者の福祉医

療における現物給付化は広がってきて、33都道

府県まで来ている。長野県はまだ残念ながら入

っていません。長野県のようにまだやっていな

い県が一日でも早く実施することが、国レベル

の医療費助成制度につながる。そういう意味で

もぜひ長野県でやってほしい」、「物価高騰の折、

本当に大変苦しい状態に追い込まれているの

が実態。現物給付化の実現を一日も早く」と訴

えました。  

⚫ 精神障がい者の入院分も助成適用を 

NPO 法人ポプラの会の大堀尚美さんは、「身

体・知的障がい者と平等となるよう、精神障がい

者の助成対象に１・２級の入院を加えてください」

という要望について訴えました。 

大堀さんは「精神障害者の福祉医療を実現す

る長野県民会議（県民会議）」としての活動を紹介

し、「長野県は基準として身体障害者手帳の方は

３級までの入院・外来まで、療育手帳も B1 の入

院・外来までが対象。（一方で）精神は外来の 2級

までは対象だが入院は助成がない」と指摘し、「市

町村では精神の入院分まで助成を拡大し医療費

負担の軽減を図っている。白馬村、安曇野市、千

曲市等で取り組んでいるので、 ぜひ県としても底

上げを」と要望しました。また他都道府県の状況に

ついて、山梨、富山、新潟、愛知、奈良県で入院ま

での助成があることを紹介しました。 

大堀さんは「入院費まで助成してもらったとして

も、それで入院が増えるわけではない」とし、精神

障がい者への助成が他の障がいと平等になるよう

要望したいと述べました。 

⚫ 県による子ども医療費助成さらなる拡充を 

新日本婦人の会長野県本部の宮澤里恵さん

（すすめる会副会長）は、すべての市町村で 18 歳

までの医療費助成が進んだことに感謝を示しつつ、

自己負担金がある市町村もまだまだ多く残ってい

ると指摘し「長野県で対象年齢を 18 歳まで拡大

すれば、すべての市町村で自己負担金をなくすこ

とも叶うのではないか」と述べました。 

「物価高騰で子育て世帯は生活も大変だし、ど

こに住んでいてもお金の心配がなく安心して医療

を受診できるような制度になってほしい」と訴えま

した。 
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新日本婦人の会長野支部の高橋由記さんは、

大学 2年、高校 3年、小学 1年の子どもを育てて

いる自身の経験から発言しました。 

高校生の子が進学を控え、教育費の負担につ

いて親を気遣っている現状があるなか「最近、（子

どもが）歯に違和感があり、その日に自ら予約して

歯医者を受診し早期治療ができた。子ども自身が、

とても安心して生活できています」と自己負担金

のない窓口無料制度による安心感を述べました。

「すべての子どもが心身ともに健康に過ごせるよ

うな長野県にしていただきたい」と要望しました。 

（下図、県の回答書） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

精神障がい者の入院分も助成対象へ 

県は助成格差の解消へ検討開始 

 県による回答書には「精神障がい者の入院医療

費助成に対する補助については、入院医療費も

対象となっている他の障がいとの均衡を踏まえる

と、県としても課題と認識」と記載されました。 

 懇談で県の担当者は、市長会、町村会からも同

様の要望があるとし「他の障がいと精神障がいの

間で差があるのは、本来の姿ではないというのは

県としても課題だと認識している」と述べました。

そのうえで市町村の意見聴取を開始していると明

らかにしました。「できるだけ早く解消できる方向

へ持っていきたい」という発言もありました。 

 すすめる会は、精神障がい者の入院分の適用に

ついての県の前進回答を歓迎します。早期の制度

見直しを求めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


